
その他の制度変更点 及び Q&A
（居宅介護支援・介護予防支援）



１．介護予防支援の指定対象の拡大

２．一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制導入について

３．Q＆A



１．介護予防支援の指定対象の拡大

介護保険法の一部改正により

令和６年４月１日から指定居宅

介護支援事業者も指定介護予防

支援事業者として、市から指定

を受けることで、長寿支援セン

ターを介することなく、利用者

と直接契約して介護予防支援を

実施することができるようにな

りました。

実施するには、新たに指定介

護予防支援事業者の指定を受け

る必要があります。
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１．介護予防支援の指定対象の拡大

指定介護予防支援事業者の指

定を受けた、指定居宅介護支援

事業者が実施することができる

のは、「介護予防支援のみ」で

す。

介護予防ケアマネジメント

（総合事業のみ利用）は、今ま

でどおり、長寿支援センターが

実施することとなります。
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２．一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制導入について

利用者の過度の負担を軽減しつつ、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適

時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、令和６年４月から以下の福祉用具につい
て、貸与または販売の選択ができるようになりました。

厚生労働省HP https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html 「福祉用具貸与と特定福祉用具販売の選択制について」



２．一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制導入について

厚生労働省HP https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html 「福祉用具貸与と特定福祉用具販売の選択制について」

利用者が貸与と販売を選択で

きることを説明し、それぞれの

メリット、デメリット、選択に

あたって必要な情報※を利用者

へ提供しなければなりません。

※介護保険最新情報 Vol.1225   

「問101」参照

また、必要な情報提供を行った

ことを、福祉用具貸与・販売計

画・居宅サービス計画・モニタ

リングシート等に記録してくだ

さい。



３．Q＆A

Q. 入院時情報連携加算の算定要件について確認したい。営業時間終了後や営業日以外の
日に入院した場合について
・入院時情報連携加算(Ⅰ) 入院日の翌日
・入院時情報連携加算(Ⅱ) 入院日から起算して３日目が営業日以外の日である場合は、

当該営業日以外の日の翌日
のように算定できるとあるが、入院日から起算して４日目まで営業日以外の日である
場合は算定できるか？

A. 算定できない。右図の通り

（介護保険最新情報Vol.1225）


